
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 5年度 事 業 報 告 書

豊:菫盤菫鰹□畦人到墜望回菫艶壼

1 事業の成果

令和 5年度は、外国人支援のための受託事業を中心に活動 し、在住外国人支援のための事業も継続 し

て行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 199,042 】千円)

(2)そ の他の事業  該当なし (事業費の総費用【 】千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

多言語による
相 談事 業 (受
託事業等)

在住外国人のための支援
事業を受託 し、多言語で
外 国人相 談 に応 じてい
る。

4月 ～

3月
新宿区他 46人

在住外国

人、自治

体等

6600人 177,506

地域 日本語教
育 事 業 (受 託
事業 )

在住外国人がオンライン
で学べる日本語教室を開
催 している

4月 ～

3月

千代 田区

他
4人

在住外国

人等
100人 3,259

講師・専門家
による助言・
指導・支援事
業 等 (受 託事
業)

多文化共生の地域づ くり
のための研修事業

4月 ～

3月

世田谷区

他
6人

東京都内

自治体、

在住外国

人等

400人 11,251

通訳派遣事業
等 (自 主事業)

少数言語通訳派遣事業他
4月 ～

3月
台東区

他

50人

日本語ボ

ランテ ィ

ア等

70人 7,025

疋秋 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

費
↓撃

岬



書式第 13号 (法 第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

295.000

」,F.,||

受 取 美

2 受取寄附金

受政寄附企

414

111.`り」

」.|,3」 . F,F

2.032. 93 受取

4 事業収益

多言語に■る相談事業 (受託事業)

講師・専円マによる助言・指導・支援事業等
`受

託事業)

地域日本語教育事業 (■託事業)

240.1)58.215

11.062.131

3.o80.836

257.701.182

26

A

経 常 収 益 計

5 その他の収益
↑●|`′、

B

, 事業費

(1) 173.814.

給11手 当

法定福利費
福f11厚 生費

115.734. 184

11.013.726

850.D32

13.216.507令

(2)その他経費
旅費交通費

地代家賃
広告宣伝費
消疑品費

通信運搬費
印刷製本t
業務委託費
ンステム

`|サ

用キ|

雑費等

6

7.631

1.341

730

360

6.79(

986

1.()70

1.1,2

1.678

o● 1
~1)0

「 ,3

S14

3● 3

511

1S5

1● |

52S

199 607

2 管理

(1)人件 24.970.

役員報酬

袷■1手 当

法定福「 |サ 贅

福利厚生贅

謝金

2.400

18.o99

3.232

87

660

000

001

014

638

000

(2) の 26.

旅費交通費
地代家資
広告宣伝費

消:[品 費
通信速燎費
印刷製本費
■費公課

業務姜託費

減価償却費

雑費等

387,

792.

419.

1.508.

575.

19.364.

528.

185.

2.38u.

911

000

582

250

509

069

266

000

808

35'

理 言十 51 028 07,

250.670.673

9.773.112当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … Ⅲl)

【D】 経 常 外 費 用
固定資産売却損
災害損失

過年度損益修正損

C D期 経 常 外

+

48 341 ll

47 448 806
法

'、

■.住民組及び事業税
前期繰む正味財産額  ・・

1.110.100

13.0()8.106

442

経 常 ● 用



書式第 15号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

金

・17,511,319

30,977,249
現金預金

未収 金

前払費用

78.488,598流動資産合計

1 流動資産

44.158資産

11, 158

(1)有形固

車両運搬具

什器備品

137,5ol

37,551(2)無形固定資産
ソフ

|ヽ ウェア

A の

(3)投 その他の

2 固定資産

81 709

78.570.307【A】 資 産 合 計 0+②

未払金

未払費用

前受金

預 り金

未払法 人税等

未払消費税等

3.33,

19,940,

15.

792.

1.440,

1,7()7,

450

387

000

552

400

400

30.229.189流動負債合計

動

固定負 合 計

2 固定負債

B-1

30.229.189

の

+合  計

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

43,008,106

5,332,712

【B-2 正 味 財 産 の 部

48 341 118

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 78.570.307【B】

令和 5年度 貸借対照表

1

割

ｅ

´

勁 置



16 28

2  事業別損益の状況

3.施 設の提供年の物的サービスの受入の内訳

令和 5年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人国際活動市民中心

重要な会計方針

計算書捩の作成′す.NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 2日 最終改正 NPO法 人会計基■協議会)

によっています.

t 棚卸賣産の評価基準及び評価方法

該当なし

固定資産 ′)減価償却の方法

有形固定資産
ハソコン・・・・定事とを採用 しています .

無形固定贅産

会計 ソフ ト・・・定額法を採用 しています .

引当金の計上基準

該当な し

施設の提供等の物的サービスを受 |ナ た場合の会計処理

該当なし

消費税等の会計処理

消費■■の合計処理は.晩込方式 :こ にっています

科 目
多.:語 |=tろ ‖1談

Ⅲ■|■託 ,■ ヽ )

11域 |1本語■
'千葉 (■ j[,ス

'

,歯 択 .ス週 1,t=
(tl l,ス )

事業部門計 雷理 部門 合計

I 経常収益
1 受取会■
2 受取寄附金(会 員 長り)

3 受取助成金等

' 事業収益
5 その他収益

経常収益計
Π 経常,用

' 人件■

給料・報酬手当

法定福利t
福利厚生■

謝金

人件,計
'2 その他経費

通信運搬■

広告宣伝費

旅費交通費

/ス テム利用料

消耗品費

印刷製本費

地代7賃
租税公屎

業務委

“

費

減価債却費

雑費等

その他経費計

経常費用計

当期糧常増減額

2.032.797

240.058,215 3,580.830 11,062.131

2.032.?97

257,701. 182

295.000

411.369

442

295.000

414,369

2.032.797

257.701.182

442

242.091.012 3.530.836 11.002.131 259.733.979 709,811 260. 143.790

134.623.721

11.013.726

766.062

9 07o.。 97

2.372.300

812.320

1.4'2.352

76.500

1,7o5.216

`.259.311

7,970

1.508.371

115,731.181

14,013.726

850,532

13.216.507

20,999,001

J.232.014

87,638

660.000

166.733.785

17.243.740

938,170

13.8'6.oO?

158. 179.100 3,135. 120 6.311.olB 5.336.155 173.814.919 24.9'9.253 198.791.202

0,512.996

716.480

6,071.J84

1.172.160

300.063

25.285

1.844.700

121.800

1.542.500

719.682

52.911

21.516

202.711

9.753

1.231.405

2.612

821.808

2.527.685

138.244

83.o96

4.560

2'3,961

58.139

86,118

677,286

6,799.303

730. `93

7,031.664

1.172.160

360,811

936.511

1,844.700

121,800

4.07o.185

0

1.556.728

1,508.

337,

569

582

911

0

256

069

000

260

000

808

357

119,

575,

792,

19,364.

528.

185,

2.380.

8.307.872

1,288.375

7.972.575

1,1'2.160

730.070

1.511,580

2,036.700

19.486.066

4.598,185

185.808

3.937.083

19,027.050 71.130 1,937,218 1,188,960 25.227,658 26.618,818 51,876.476

177.506.15b 3.259.ooO 11.251.786 7.025,115 199.012.607 51.628.o71 250.6'0.6'8

64.581.856 321 286 2 81 315 △ 7 60.691.372 △ 5o.918.260 9,773.112

算定方法内容 全輌

該当な し



1  使途等が制約 された寄附全帯の内訳

内容 期首残高 当期増加額 当期減′j額 期末残高 備 考

中央共同事金会助成金

合 計

1.152.79' 880.000 2.032,797 0

1.152.797 880.000 2.032.797

5  固定資産の増減内訳

6  借入金の増減内訳 該当なし

役員及びその近視者との取引の内容

その他苺定非営利活動法人の費産.負債及び正味財産の状態並び |こ正味財産の増減の状況を明「,かにするために必要な事項

事業費こ管理費の技分方法

特 |こ なし

その他の事業 |こ係る資産の状況

特になし

科 日 取得 減′レ 凛価償却栞」1飯 期末帳簿価観期首取得価額 期末取得価額

353.260

113.530

053.800

353,260

118.580

0

309, 102

81.029

353.800

44.158

37,551

0

825.610 171.810 713.931 81.709

有形固定贅産

器具備品

無形固定資産

ンフ トウェア

ー括償却資産

投資その他の費産

合計

科 曰 期
=残

高 当期偕入 当期返済 期末残高

合計

内賀員及び近
親者との取引

科 目
計算書預 :こ計
上された金額

活動計算書計

(貸借対照表)

(活動計算書)

貸偕対照表計



書式薔 lテ 写 よ
=2ヽ

ヽ関係

令和5年度 財産目録

|「 .「 11.11,

|」  、ヽ i l=「

20.177.5]|

7.」 61.197

.3. ||,ド . 13H

・ |サ
市AI[ミ ろ

:|1麟
,卜 皐?11は _ェ 1嗅 )

i[霊 |1某 1滋:Flギ1.,.`」 4)

598

44 1(1)有 影固定責産
′1.キ :(lt.|,

^ツ =´ !千 1

31 ,,|

(2) 固 定

「II ・・ |

(3)投 資その他の■産

'8 570 007
【A】 資 産 合 計 1.+2

の

,33. 15(,

|11.910.18'

ll.|,10.3RF

● 1 17.800

{{{ 1,つ

|;.000

~.|」
 FF」

1. 110. 100

1.,07. 100

|.1ム 企
多.■ |ヽ■

=ち '・

|キ li t

:r l1)iiirr . ,,lr,i'. -1 ,riUir'i'r

′_:■ 1'.■ 1

1.,.,ム ′、it i

l.11イ lマ |卜′

‖‖t↑

」|,」

「
`■ 1ヽ ■7'

,lⅢ '企
11ヽ は収

“ 30 229

B-1

【8-1】 負 債 合 計 3+` 30 229 189

【B-2】 正 味 財 産 合 計  (A】 ― 【0-1】 48.041118

特定非雪利活動■人回際活動市民中心

.,1.5il

15.000

「・″」.;F」



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 〈莉事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事案年度における報酬の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人 際 動市民中:い

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

画以 下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

口各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1

オオタホ
・  カス

゛
オ

′
´~~｀

ヽ

に翌壼り監事
大久保 和夫

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

2

~   [

監事 |_
|

|

1

7^' 1,
理 事

阿部 裕

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

3

´⌒

、理重ノ監事
セキ  ソウスケ

関 聡介

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

4
/´

~｀
ヽ

Ψ 監事

ォオタ  サナエ

太田 早苗

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5

イトウ  スケロウ

理)監事
伊東 祐郎

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

曰年

6

イ ミドリ

o監
事

新居 みどり

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

7 (

´
｀

、

、星タレ監事

|

シマサ
゛
キ  ユミコ

島崎 弓子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

8

ノヤマ  ヒロシ
監 事

野山 広

理 事

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

9

ヤマニシ  ユウシ
゛

(三ョ)監事
山西 優

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

10
アオヤキ

゛
  リツコ

理 監 事

青柳 りつ子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

|

ド

|

|

|

|

]

|¨

|



書式第 18号 (法第28条関係)

令和 5年度年間役員名簿 〈前事彙年度において,員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所土

びにこれらの者についての前事業年度における●翻の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 国際 市民中心

確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チ ェックを入れて くだ さい。)

`以

下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

ビ各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1 1 ( 監 事

マンナミ  エリ

高浪 絵里

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

121
′

´~｀
ヽ

、塁多ハ監事
カメイ  レイコ

亀井 玲子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

13
´´ ~ヽ

、理多ノ監事
オオヌキ  チエコ

大貫 智恵子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

14〈
・監事

イシツ'カ  マサヤス

石塚 昌保

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年

年

月

月

日

ロ

15 理 事

オがワ コウイナ

小川 浩

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年  月  日

年 月

16 理 事

イワタ  ク

岩田 久美

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年 月

月

日

日年

17 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

18 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年 月

月

日

日年

19 理事 。監事

年   月   日

年 月 日

年   月 日

曰年   月

20 理事・監事

年 月

月

日

日年

年   月 日

日年  月

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人__倒堕 勘蔓 菫 上 _______

氏    名

1
大久保 和夫

2
黒澤 玉夫

3
加藤 博義

4
山邊真理子

5
伊東 祐郎

6
宮坂 義道

7
藤田 琢磨

8
新居 みどり

9
野山 広

10
関 聡介

11
河北 祐子

12 高橋 ちさえ




